
別表第２

申請書に添付する書類一覧

１　地域経済活性化計画策定事業

	
	提　出　書　類
	注　意　事　項　等

	１
	事業実施主体の概要が分かる資料
	（1）まちづくり会社が事業実施主体となる場合は、法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）提出が必要です（発行後３月以内のもの。）。

（2）法人格がない団体が事業実施主体となる場合は、団体の規約等の提出が必要です。

（3）市町村、商工会又は商工会議所、知事が適当と認める団体等のうち公共的な団体が事業実施主体となる場合は、不要です。

	２
	県税事務所で発行する全税目の納税証明書（県税の滞納がないことを証するもの）（発行後３ヶ月以内のもの）
	市町村、商工会又は商工会議所、知事が適当と認める団体等のうち公共的な団体が事業実施主体となる場合は、不要です。

	３
	活性化協議会の体制が分かる資料


	必ず提出が必要です。（申請時に決まっていない場合は、予定でもかまいません）　

	４
	活性化を図るエリアの範囲が分かる資料
	必ず提出が必要です。（申請時に決まっていない場合は、予定でもかまいません）　

	５
	経費の見積書
	　事業を委託して実施する場合は、見積書の写しを添付してください。


２　地域経済活性化拠点施設整備事業

	
	提　出　書　類
	注　意　事　項　等

	1
	地域経済活性化計画書
	（1）認定を受けた計画書及び認定通知書の写しを提出してください。

（2）認定を受けた計画内容に変更がある場合は、あらかじめ変　　　　　　　　　　　　

更認定の手続きが必要な場合があります。

	２
	地域経済活性化拠点施設整備事業計画書（参考様式１）
	（1）必ず作成が必要です。様式中の吹き出しに留意して作成してください。

（2）事業の実施スケジュール、収支見通し等の資料を適宜、添付してください。

（3）既存事業の収支が赤字の場合は、その要因と改善策・見通し等について、事業計画書に記載するか、別途資料を作成して添付してください。

（4）採算が合うまでに時間を要する事業は、短期の資金計画表等を作成して添付してください。

	３
	事業実施主体の概要（参考様式２）
	まちづくり会社が事業実施主体となる場合のみ、作成が必要です。

	４
	事業実施主体の経営状況表

（参考様式３）
	まちづくり会社が事業実施主体となる場合のみ、作成が必要です。

	５
	資金計画表（参考様式４）
	まちづくり会社が事業実施主体となる場合のみ、作成が必要です。

	６
	波及効果算定表（参考様式５）
	必ず作成が必要です。

	７
	まちづくり会社に対する市町村長の意見書（参考様式６）
	　まちづくり会社が事業実施主体となる場合のみ、作成が必要です。

	８
	事業実施主体の定款又は寄附行為
	まちづくり会社が事業実施主体の場合のみ、提出が必要です。

	９
	県税事務所で発行する全税目の納税証明書（県税の滞納がないことを証するもの）（発行後３ヶ月以内のもの）
	まちづくり会社が事業実施主体の場合のみ、提出が必要です。

	10
	法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）（発行後３ヶ月以内のもの）　
	まちづくり会社が事業実施主体の場合のみ、提出が必要です。

	11
	決算諸表（貸借対照表及び損益計算書）　
	まちづくり会社が事業実施主体の場合のみ、直近の３期分を提出してください。

	12
	市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略の写し
	該当部分の写しを添付してください。

	13
	経費の見積書
	経費の見積書、購入する備品等のカタログ、設計書又は見積書、工事の図面等の写しを添付してください。

	14
	その他知事が必要と認める資料
	工事の概要が分かる資料のほか、位置図、平面図、土地登記簿謄本の写し（全部事項証明書、改築等の場合は、建物登記簿謄本を含む。）、貸借契約書等の写し（土地等を貸借する場合）を提出してください。


３　注意事項

（１）　参考様式１から６までの様式は、必要に応じて変更が可能なものとします。

（２）　書類は、各１部を提出してください。

（３）　法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）及び県税事務所で発行する全税目の納税証明書は、原本（発行

後３ヶ月以内のもの）を提出してください。

